
国民年金や厚生年金保険などの公的年金は、年金額の実質的な価値を維持する目的で、前年の全国消費者
物価指数の上昇・下落に応じて、その翌年度の年金額を自動的に改定する物価スライドが行われることにな
っています。
これまで、平成12年度から平成14年度の年金額については、全国消費者物価指数は下落しましたが、特例

法により年金額が据え置かれてきました。
平成15年度（平成15年 4月分から）の年金額については、本来であれば、平成11年から14年までの全国消費

者物価指数の下落分マイナス2.6％（平成11年マイナス0.3％、平成12年マイナス0.7％、平成13年マイナス0.7％、
平成14年マイナス0.9％）が引き下げられることになっています。
しかし、現在の社会経済情勢をふまえ、平成15年度は特例法により、平成14年消費者物価下落分（マイナス

0.9％）のみ年金額が引き下げられました。
なお、国民年金、厚生年金保険の年金受給者宛に、年金改定通知書と年金振込（送金）通知書を併せて 6 月

中旬までに社会保険業務センターから送付されます。

改正後の年金額一覧

老齢基礎年金（満額） 804,200円 797,000円

障害基礎年金（ 1 級） 1,005,300円 996,300円

（ 2 級） 804,200円 797,000円

遺族基礎年金（子 1 人のある妻） 1,035,600円 1,026,300円

老齢福祉年金 412,000円 408,300円

平成14年 4 月～ 平成15年 4 月～
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4月から年金の額が
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変わりました! !


